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・統計の種類

一般統計

・目的

男女の雇用均等問題に関する雇用管理の実態を把握することを目的に毎年実施している。

・調査時期

調査の実施時期は原則として令和７年10月1日現在の状況について、令和７年10月１日か

ら10月31日までの間に実施。

・調査対象

「企業調査」は常用労働者を10人以上雇用している全国の民営企業から無作為抽出した

6,000企業であり、うち3,077企業から有効回答を得た。有効回答率は51.3%。

「事業所調査」は常用労働者を５人以上雇用している全国の民営事業所から無作為抽出し

た6,300事業所であり、うち3,291事業所から有効回答を得た。有効回答率は52.2%。

〔雇用均等基本調査の概要〕



【企業調査】

１ 女性管理職等を有する企業割合 ⇒ 〇ページ

⚫ 女性の正社員・正職員に占める各職種の割合は、総合職が41.0％と最も高く、次いで一般職40.1％、限定総合職14.8％
の順となっている。
平成28 年度に新たに調査事項に加えて以降、女性は一般職の割合が最も高い状態が続いていたが、今回の調査ではじめ

て総合職の割合が一般職の割合を上回った。

⚫ 男性の正社員・正職員に占める各職種の割合についても、総合職が52.4％と最も高く、次いで一般職31.7％、限定総合
職10.4％の順となっている。

１ 正社員・正職員の構成比 ⇒ １ページ

男女別職種別正社員・正職員割合
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注：職種については、コース別雇用管理制度の有無に関わらず、実質的に近い職種を調査した。



【企業調査】

１ 女性管理職等を有する企業割合 ⇒ 〇ページ

⚫ 係長相当職以上（役員含む）の女性管理職等を有する企業割合を役職別にみると、部長相当職ありの企業は14.7％、
課長相当職ありの企業は23.0％、係長相当職ありの企業は23.7％となっている。

⚫ 管理職等に占める女性の割合は、課長相当職以上（役員含む）で13.8％となっている。これを役職別にみると、部長
相当職では9.2％、課長相当職では13.2％、係長相当職では20.9％となっている。

２ 女性管理職等を有する企業割合、管理職等に占める女性割合 ⇒ ５～８ページ

役職別女性管理職等を有する企業割合の推移

（企業規模10人以上）
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【事業所調査】

１ 育児休業取得者割合 ⇒ 25～27ページ

⚫ 令和５年10月１日から令和６年９月30日までの１年間に在職中に出産した女性のうち、令和７年10月１日までに育児
休業を開始した者（育児休業の申出をしている者を含む。）の割合は88.3％と、前回調査より1.7ポイント上昇した。

⚫ 令和５年10月１日から令和６年９月30日までの１年間に配偶者が出産した男性のうち、令和７年10月１日までに育児
休業（産後パパ育休を含む。）を開始した者（育児休業の申出をしている者を含む。）の割合は50.9％と、前回調査より
10.4ポイント上昇した。

（女性）

政府目標
こども未来戦略（令和５年12月22日閣議決定）
・令和７（2025）年：50％
・令和12（2030）年：85％

育児休業取得率の推移

注：平成23年度の[  ]内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

（※１）令和５年度以降は産後パパ育休を含む。

（※２）平成22 年度までは、調査前年度1 年間。
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【事業所調査】

２ 育児休業の取得期間 ⇒ 32～33ページ

⚫ 女性は「12か月～18か月未満」が31.4％と最も高く、６か月以上が９割超となっている。

⚫ 男性は「１か月～３か月未満」が30.3％と最も高く、２週間～３か月未満が約６割となっている。

※「育児休業復職者」は、調査前年度１年間に育児休業（産後パパ育休を含む。）を終了し、復職した者をいう。
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【事業所調査】

３ 働きながら子の養育を行う労働者に対する援助の措置に関する事項 ⇒ 34～36ページ

⚫ 働きながら子の養育を行う労働者に対する援助の措置については、令和７年度から子の年齢を「３歳未満」と「３歳以降」に
分けて調査を実施した。

⚫ ３歳までの子の育児のための所定労働時間の短縮措置等の各種制度の導入状況（複数回答）をみると、「短時間勤務制度」
74.0％、「所定外労働の制限」61.6％、「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」56.3％の順で多くなっている。

⚫ ３歳以降の子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置等の各種制度の導入状況（複数回答）をみると、「短時間勤
務制度」59.4％、「所定外労働の制限」51.6％、「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」50.7％の順で多くなっている。

５

３歳以降の子の年齢に応じた柔軟な働き方を
実現するための措置等の各制度の有無別事業所割合

（複数回答）

３歳までの子の育児のための所定労働時間の短縮措置等の
各制度の有無別事業所割合（複数回答）
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